
平成１５年７月１日現在
団　体　名 代　表　者
所　在　地 所管部(局）課

Ｅ-mailアドレス

2,550,000 千円 設立年月日
出資順位 出資率
1 1,300,000 千円 51.0%
2 200,000 千円 7.8%
3 150,000 千円 5.9%
4 150,000 千円 5.9%
5 125,000 千円 4.9%

その他 22 団体 625,000 千円 24.5%

[組　織］
斜字は，県関係者で内数（ＯＢを含む）

平成13年度 平成14年度 平成15年度 13年度 14年度 15年度
1 1 1 1 1 1
13 13 12 4 4 3
1 1 1 　 　 　
2 2 2 1 1 1

計 17 17 16 6 6 5
管理職 3 3 3 2 2 2
一般職 3 3 3 　 　 　
臨時職員 4 3 3
嘱託職員 2 2 2
計 12 11 11 2 2 2

２０代以下 ３０代 ４０代 ５０代以上 合計 平均年齢 平均勤続年数

　 4 2 6 47歳  8月 1年　　8月
[収支等の状況] 単位：千円

平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度
売上高 1,256,612 1,258,142 463,756 526,711 518,987
営業外収益 8,561 3,849 1,883 1,954 527

1,265,173 1,261,991 465,639 528,665 519,514
営業費用 1,068,783 1,101,268 460,188 482,902 458,458
営業外費用 24,472 7,101 1,693 5,087 5,087

1,093,255 1,108,369 461,881 487,989 463,545
うち管理費 181,729 199,955 214,354 182,820 172,397
うち人件費 109,657 101,170 89,906 94,389 84,514

171,918 153,622 3,758 40,676 55,969
特別利益 40,474
特別損失 41,746 8,158
税引前当期損益 171,918 153,622 2,486 40,676 47,810
法人税，住民税，事業税 42,866 69,175 10,592 19,941 23,496

129,052 84,447 △ 8,106 20,735 24,315
134,470 263,522 347,969 339,863 360,598

当期未処分利益・未処理損失 263,522 347,969 339,863 360,598 384,913
利益処分額・損失処理額

263,522 347,969 339,863 360,598 384,913
資産 5,610,242 4,753,154 5,159,438 5,209,940 5,141,182
　　流動資産　 1,653,862 829,108 517,992 642,912 624,210
　　固定資産　 3,956,380 3,924,046 4,641,446 4,567,028 4,516,972

負債 2,846,719 1,905,184 2,269,575 2,299,341 2,206,268
　　流動負債　 370,426 330,658 54,699 149,423 77,206

うち短期借入金 36,000 22,076
　　固定負債　 2,476,293 1,574,526 2,214,876 2,149,918 2,129,062

うち長期借入金 904,000 600,000 600,000 577,924
資本 2,763,523 2,847,970 2,889,863 2,910,599 2,934,914
補助金 13,761
委託金 865,949 942,254 87,271 80,510 78,265
貸付金
　 計 865,949 942,254 101,032 80,510 78,265
財政的関与の割合（％） 22 15 15
損失補償・債務保証

東京電力㈱

　ひたちなか地区において進められている国際港湾都市づくりの核となる推進母体として、当地区の開発
を図るため設立された。

出　資　額出　　資　　者　　名
茨城県
ひたちなか市

資本金（基本財産） 　　平成　　４年　７月　２９日
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出資法人等経営評価書(企業会計用）
株式会社ひたちなか都市開発
茨城県ひたちなか市新光町３８

角田　芳夫
企画部　ひたちなか整備課

　　繰延資産

常勤監査役

㈱日立製作所
㈱常陽銀行

１　ひたちなか地区における街づくり推進業務
２　ひたちなか地区における広域商業施設、総合住宅展示場の不動産賃貸業務および施設管理業務
３　常陸那珂港建設事業支援施設としての合同宿舎、作業員詰所の管理運営
４　公共･公益施設の管理業務

当期損益
前期繰越損益

収益合計

費用合計

区　　　　　　　分

財的関与
状　　況

主　　な
出資者

財産の
状　況

設立目的

事業内容

７月１日現在の人数

当期常勤職員の年齢構成

役　員

常勤取締役
非常勤取締役

職　員

収支の
状　況

非常勤監査役

経常損益

次期繰越損益
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12年度 13年度 14年度 評点

1 経営基本方針の策定 経営基本方針の策定・見直し 2

2 中長期経営計画の策定 （経営改善計画：平成　　～　　年度） 2

3 年次事業計画の策定 具体的な目標設定 2

4 年次計画・実績の差異分析 計画未達成の原因分析と対策 2

1 事業の意義 事業の必要性の検証 1

2 事業の効果 （評価の指標：　利　益　　　　） 2

3 顧客満足度の把握 （調査方法：顧客との調整会議） 2

④ 目標達成度 ％ 実績値÷目標値×100 102 103 103 2

1 人員構成 役員・職員の構成，年代構成の適正化 1

2 職員の動機付け体制 組織の各職員の目標・成果に対する評価 2

3 業務チェック機能の充実度 業務遂行における組織のチェック機能 2

4 情報の公開性 事業活動内容・財務の公開状況 1

① 経常損益 千円 3,758 40,676 55,969 2

2 当期損益 千円 △ 8,106 20,735 24,315 1

③ 流動比率 ％ 流動資産÷流動負債×100 947 430 808 2

④ 自己資本比率 ％ 自己資本÷総資本×100 56 56 57 0

5 総資本利益率 ％ 経常利益÷総資本×100 0 1 1 2

6 売上高粗利益率 ％ 売上粗利益÷売上高×100 47 43 45 -1

⑦ 借入金依存度 ％ 借入金÷総資本×100 12 12 12 0

⑧ 借入金返済能力 年
借入金残高÷(当期利益＋償却費
＋引当金・積立金）

14 6 9 0

9 補助金収入依存度（公益法人のみ） ％ 補助金収入÷収入合計×１００  

10 受託事業の再委託度 ％ 受託事業の外部委託費÷受託事業費×100 72 74 73 0

⑪ 土地の含み損益  -2

12 資金の運用  2

1 職員１人当たり管理費 千円 管理費÷職員数 16,488 15,235 15,672 1

2 人件費比率 ％ 人件費÷売上高×100 19 18 17 2

3 職員１人当たり売上高 千円 売上高÷職員数 35,673 42,892 47,180 2

4 職員１人当たり経常利益 千円 経常利益÷職員数 289 3,389 5,088 2

5 役員人件費比率 ％ 役員人件費÷人件費×100 19 18 17 0

6 （施設管理運営型）施設等利用率 ％ 施設等利用延人数÷施設等延定員数×100 80 87 78 0

7‐1 （施設管理運営型）･職員1人当たり施設等利用人数 人 施設等利用延人数÷職員数 7 7 8 0

7‐2 （建設製造販売型）職員1人当たり建設・製造・販売実績 件 建設・製造・販売実績÷職員数 　 　 　  

7‐3 (役務提供型)･職員１人当たり役務提供実績 件 役務提供実績÷職員数  

7‐4 （金融サービス型）･職員1人当たり貸付等取扱件数 件 貸付等取扱件数÷職員数  

8 使用料の減免等 （使用料の減免額：年額11,000千円） -1

9 管理費削減工夫度 削減目標の設定及び成果 2

企業会計用
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評点集計

評価の視点 評価項目数 評点 満点 得点率

計画性 4 8 8 100.0%
目的適合性 4 9 10 90.0%
組織運営の適正性 4 6 8 75.0%
健全性 11 12 40 30.0%
効率性 9 15 32 46.9%
合　　計 32 50 98 51.0%

[経営概況，経営上の課題・対策等]

記載者職氏名

代表者への説明（年月日及び説明時の指示等）

企業会計用

警戒指標

 

ひたちなか地区のさらなる賑わいの形成を図る新たな企業の誘致を行うととも
に、快適な環境等の創造を通して、地域社会の発展に貢献する。
　１　既存事業の推進　（不動産賃貸事業、受託事業、ＦＡＺ推進事業）
　２　都市づくりへの取り組み　（商業施設の誘致、新規事業）
　３　効率的な業務の推進と健全経営の維持　（人材の育成、採算性の確保）

今後の事業の方向

（課題）年代構成、
管理職比率、常勤
役員比率など人員
構成が適正（理想
的）でない。
（対策）平成１２年度
に組織の見直しに
より、業務部を１課
体制とし、平成１４
年度には臨時社員
を１名削減した。常
勤職員が全員出向
者であるという状況
の中、最少限の人
数で業務を執行して
いる。

（課題）
全体的に改善して
いが、前々年度と比
較すると改善度合
いが低い。
資本投下に対する
利益率も改善傾向
にあるがまだ低い。

（対策）
既存事業の経費面
の見直しと新規事
業により収益構造
の改善を図ってい
く｡

（課題）
作業員宿舎およ
び詰所の施設利
用率の増加が課
題。
（対策）
平成１４年度に職
員を１名削減し、
利益も増加したこ
とにより効率性は
全体的に改善され
ている。新たな入
居者の開拓を図
り、長期的な管理
方法の検討も行
う。

代表取締役常務　　近藤　千秋

(課題）
前期までは、中長期
計画が未策定であっ
た。

（対策）
平成１４年度に中期
経営計画策定委員
会を設置し、中期経
営計画を策定した。
年次計画も中期経
営計画に基づき作
成している。

 （課題）設立当初と
現在では経済状況
等が大幅に変わっ
ており、本来の街づ
くり事業に本核的に
取り掛かれない状
況にある。

（対策）当面、現在
の事業を継続し収
益を確保するととも
に、地区のＰＲに努
め、企業誘致を推
進する。

株式会社ひたちなか都市開発

計画性 目的適合性 組織運営の適正性 健全性 効率性

平成１５年７月31日、代表取締役社長へ説明。
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中長期計画の策定

年次計画・実績の差異分析

事業の効果

目標達成度

人員構成

業務チェック機能の充実度

情報の公開性

経常損益流動比率

自己資本比率

総資本利益率

借入金依存度

職員１人当たり管理費

人件費比率

職員1人当たり経常利益

計画性

目的適合性

健全性

効率性

組織運営の適正性
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[所管課意見]

［経営評価チームの意見］

・前年度と比較する
と評価はやや改善
しているが、保有し
ている土地について
は含み損が発生し
ている。この土地は
商業施設誘致のた
めに取得したもので
あり、事業用借地権
により収益をあげて
いることから、現時
点において経営に
大きな影響はないと
思われる。

・昨年度、平成１９年
度を目標年度とする
中期経営計画（Ｈ１５
～１９）を策定したこ
とから、前年度と比
較して評価は大きく
改善した。
今後は、計画の進捗
状況の把握や評価
などに努めていく必
要がある。

・ひたちなか地区に
おいて、十分な賑わ
いを創出するまでに
は至っていないこと
から、当地区の都市
づくりの推進に向け
て積極的な役割を
果たしていく必要が
ある。

・商法特例法第１８
条第２項により常勤
監査役を置かなけ
ればならないこと、
また、常勤職員が６
人しかいないことな
どから常勤役員比
率や管理職比率が
高い。そのため、今
後とも最小限の人
数で効率的な事業
の推進に努めていく
必要がある。

効率性

株式会社ひたちなか都市開発

総合的所見等

・昨年度の経営評価は、常陸那珂港北埠頭土砂運搬設備（ベルトコンベア）の運
転管理業務終了（平成１１年度）による売上高の減少、輸入促進基盤施設の建設
（平成１２年度）による経費負担の増加及び中期経営計画の未策定などから低い
評価項目があったが、今年度の評価は、中期経営計画の策定（平成１４年度）や
効率的な事業運営などに努めた結果、昨年度と比べて大きく改善している。
　今後とも効率的な事業経営などに努める一方、更なる賑わいを創出するため、
県と連携しながら商業業務地区等への企業誘致など当地区の都市づくりの推進
に向けて積極的な役割を果たしていく必要がある。

計画性 目的適合性 組織運営の適正性 健全性
・職員（臨時職員）
を１名削減したこ
とから、昨年度と
比較して評価指標
の評点は大きく改
善している。
今後は、効率的な
事業運営などに努
めとともに、作業
員合同宿舎の利
用者確保などにも
努めていく必要が
ある。

新たに策定した中長
期計画により，計画
的な事業の推進に
努められたい。

ひたちなか地区は，
「国際港湾公園都
市」としての十分な
賑わいを創出する
までには至っておら
ず，経済情勢から難
しさは増しているた
め，当地区の都市
づくりにおいて積極
的な役割を果たして
いく必要がある。

計画性 目的適合性

概ね良好 改善の余地がある 緊急の改善が必要

引き続き効率的な事業経営に努めるとともに，商業業務地区等への企業誘致な
ど，ひたちなか地区の都市づくりに向けて，県と連携しながら積極的に事業を推進
する必要がある。

常勤役職員が全て
各団体よりの出向
者で，平均年齢も高
いが，現在の会社
の業務がコーディ
ネーター的なものが
主体であり，一定年
齢の経験者が相応
しいことを考慮すれ
ば，やむをえない。

経費削減の効果等
により当期利益を計
上している点は評
価できる。県よりの
受託事業と，不動産
賃貸事業が現在の
収入の柱になって
いるため，企業誘致
により商業施設用
地等の賃貸事業の
収入増加を図るべ
きである。

効率性
　

人件費の削減の
成果が見られる。
施設利用率の向
上に努める必要
がある。

組織運営の適正性 健全性
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